
資料 2

新́型インフルエンザ(A/Hl Nl)
ワクチン接種事業について

平成22年 9月 14日

厚生労働省健康局結核感染症課



平成 22年 8月 27日

厚 生 労 働 省

新型インブルエンザ (A/Hl Nl)に 対する厚生労働省の取組について

厚生労働省においては、昨年 4月 に新型インフルエンザ (A/HlNl)

が海外で発生して以降、死亡者や重症者の数を最小限にすることを最

大の目標として掲げ、その対策に全力で取り組んできた。

こうした中、本年 8月 10日 、世界保健機関 (WHO)は 、今回の
新型インフルエンザ (A/Hl Nl)の流行状況の段階にっいて「ポス トパ

´

ンデミック」とする旨を声明し、日本を含め世界的な状況としては、

今回の新型インフルエンザ (A/HlNl)は 季節性インフルエンザと同様
の動向となりつつあるとした。同時に、警戒の継続が極めて重要であ

るとして、ポス トパンデミック期において、サーベイ‐ランスやワクチ

ン接種t医療提供に努めることを勧告した。

厚生労働省としては、こうしたwHOの 勧告の趣旨や、国内での今
年度(2010/2011シーズン)における再流行の可能性は続いていること、

ウイルスによる重症化等のリスクが変わるもので|まないこと等を踏ま

え、引き続き、国内における再流行への警戒を怠らず、まん延予防等
に万全を期するものとする。

こうした観点から、厚生労働省では、引き続き、重症患者増加の可

能性等を踏まえた必要な医療体制の構築や、感染予防の呼びかけ等に

努めるとともに、別紙のとおり、今回の新型インフルエンザ (A/HlNl)

に係るワクチン接種事業を、今年度は引き続き応急的に行うこととす

る。

また、ウイルス動向や流行予測等のサーベイランスや必要な調査等

も継続して行い、その状況等を踏まえた上で、季節性と異なる大きな

流行等の特別の事情が生じない場合は、今回の新型インフルエンザ

(A/Hl Nl)についてt今年度末を目途に、感染症の予防及び感染症の
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患者に対する医療に関する法律 (平成 10年法律第 114号 )における新
型インフルエンザ等感染症と認められなくなった旨の公表をし、通常

の季節性インフルエンザ対策に移行するものとする。

また、今後とも、厚生労働省としては、今回の新型インフルエンザ

(A/Hl Nl)に ついて、正確な情報をできるだけ迅速にわかりやすく国

民の皆様に提供していくことに努めるものとし、今回の新型インフル

エンザ (A/Hl Nl)へ の対応については、必要に応じ見直しを行つてい

くものとする。
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(別紙 )

平成 22年度 (2010/2011シニズン)における
新型インフルエンザ (A/Hl Nl)ヮ クチン接種について

○ 厚生労働大臣は、新型インフルエンザ (A/Hl Nl)について、wH
Oが若年者を含め重篤化する可能性を警告していることや、ワクチ
ン接種 を強く推奨していること等を踏まえ、死亡者や重症者の発生

をできる限り減らすこと等を目的として、すべての国民に対して、
新型インフルエンザ (A/HlNl)ワ クチン接種を引き続き実施する。

○ ただし、ワクチンの供給量が十分 (注 1)で あると見込まれることか
ら、国と契約を締結した受託医療機関がワクチンを市場から購入す
る方式にするとともに、優先的に接種する対象者についても定めな
いこととする (注 2)。     1
(注 1)本年 11月 までは昨年度からの国在庫の 1価ワクチンが

',3oO万
回分以上あり、さらに今年

度の 3価ワクチンが最大で 2,900万 本 (5,800万 回分)程度生産される見込み。
(注 2)2009/2010シ ーズンにおいては、医療従事者、妊婦及び基礎疾患を有する者、 1歳～小学校
低学年に相当する年齢の者、1歳未満の小児の保護者及び優先接種対象者のうち身体上の理由に
より予防接種が受けられない者の保護者等、小学校高学年。中学生・高校生に相当する年齢の者、
65歳以上の高齢者について優先的に接種することとされた。

○ 'また、新型 (A/HlNl)と 季節性 (A/H3N2及びB型 )の 3つの株が
混合された 3価ワクチンが製造 口供給されることから、予防接種法
(昭和 23年法律第 68号)に基づく季節性インフルエンザワクチン
接種 (二類定期接種)の実施主体である市町村が、接種費用の設定
′や受託医療機関の確保を行うこととする。

○ 低所得者に対する費用助成措置については引き続き実施する。

O ワクチンの安全性 B有効性に関する情報提供を行うとともに、ワ
クチン接種に伴い健康被害が生じた場合には、新型インフルエンザ

予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法 (平成 21年法
律第 89号)に基づく救済措置を講じる。
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三ニズ3がら:ポストパンデミック(大流行後)の状態に移行してきている。
・専門家による緊急委員会がヾ 世界の感業状況や現在流行中の国なの報告を勘案して行つた勧告に基づき、事務局
長が発表。
                   醍なり、季節性の流暮の特徴がみられる。・現在、世界的には、バンデミック期にみられた特徴とは:

一季節外れの流行が見られない                                 .
=流行の規模が季節性と同程度
■多くの国では、複数のインフルエンザウイルスが混在                .  .1   
※ 新型インフルエンザのパジデミックでは、季節外れに、大規模な流行がみられ、他のインフルエンザ

1・   ウイルスが流行しないという特徴があつた。         ‐
,いくつかの地域では、人口の20～4096が感染し、T定の免疫を獲得したことが宗された。多くの自で、ハイリスク群
等に、高い割合でワクチン接種が実施された。

OH■Nlウイルスは奉飾性インフルエシザと同様な動向を示すようになり、今後数年FE5は世界で流
行が続くと予想。

             :大 な感楽を起こす寺韮こがぁる。O様 々な規模の地域限定的な流行が起こり、重

?1                                          11ぃ
:が、三iた1向ふ憲く・バンデミック期には、通常の季節性の流行ではみられにくし

① これまでに、約2,110o万人の患者が受診したと推計され、またて約
1,800万人がワクチン接種を受けたと推計されるなど、国民の

二定.

数は新型インフル土シザ(A/Hl Nl)に対する免疫を獲得していると
考えられる。      |

② 今年は、4月以降現在までのところ、昨年のような季節外でのイン
ウルエンザ様疾患の流行的発生|ま見られてし`ない:またt少数な
がら発生した患者から検知されたインフルエンザウイルスは、海外
と同様、季壷性インフル土ンザ(A/H3N2、 B)と新型インフルエシザ
(A/HlNl)が混在している。

③ このため、我が国においても、バンデミラク状況lよ去ったと考えら
九二。ただし、新型インフルエンザ(A/Hl Nl)のウイルスは引き続き
存在しており、今年度(2010/2011シーズン)における流行的発生に
対して警戒を要する状況である。         |
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10月 以降の新型インフルエンザワクチン接種事業の概要

２

３

４

６

７

実施主体  国             日□田断国塑剛壁融ヨ日四籠蜃
※新型インフルエンザ(A/HlNl)ワ クチンの接種に関する事業実施要綱に基づく
対象者   すべての国民 (優先接種対象者は定めない)
接種期間  10月 1日ん新臨時接種開始時(男1途厚生労働大臣が指示)
接種費用  市町村が設定 (新臨時接種に移行するという前提であること、高齢者の二類定

期接種の実施主体であることから、市町村が設定)
接種実施医療機関  国が接種実施医療機関と契約

※4と同様の理由から、接種実施医療機関の確保は市町村が行う。
ワクチン流通  市場流通
低所得者負担軽減措置  国庫補助事業
※平成22年度新型インフルエンザウクチン接種助成臨時補助金
○実施主体  市町村
○補助単価 ・1回目の接種の場合 3,600円 (1,800円 )

・2回目の接種であつて、1回 1日の接種と同=医療機関で接種する場合
2,550円 (2,550円 )

・2回日であって、1回 目の接種と異なる医療機関で接種する場合
_  1     3,60、 O円 (3,600円 )

′予診の結果、接種を行えなかった場合  1,790円 ( 900円 )
※ ()は、予防接種法に基づく二類定期接種の対象者の額

○負担割合  国1/2t都道府県1/4、 市町村1/4
健康被害救済  新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措

置法による(国 10/10)
副反応報告   医療機関から国に直接報告

接種費用の設定に関する協議・調整

1製
鋭灘 誤 f義    詞子機雫製嬰

とに接種費用を設定     :
①l回目の接種の場合

qg日
早
の
替
種であ?て 1回目

?接
種を1該受託辱療警甲

が
7?て
い

'
③2回目の接種であつて1回 目の接種を当該受託医療機関が行つていな
い場合                  |
④予診の結果、接種を行えなかつた場合 1   ‐

協力

支援

区分ごとの接種   :
費用の報告    =

市町村ごとに取りまとめた
接種費用を報告

:馨藝
=
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資料3-1

第13回インフルエンザワクチン需要検討会の検討結果について

平成22年 7月 12日 (月 )15時から第13回インフルエンザワクチン需要検討会が開

催され、厚生労働科学研究班において実施した医療機関等調査及び世帯調査の結果

報告を行い、次シーズンのインフルエンザワクチン需要の検討を行つた。また、次シー

ズンのインフルエンザワクチンの安定供給に関する対応について検討を行つた。

1.調査結果概要

(1)医療機関等調査

抽出医療機関に対し、21年度の世代別のインフルエンザワクチン接種人数、接種
回数及び次シーズンの需要量の調査票をシーズン前に発出し、シーズン終了後に

回収。

以下の需要見込本数を算出。

「

~~~~~~~石
蒲萩
: 439.

1成人(13～ 6,馨) :1,018.

:驀
煮92賀主一:=:著蕗薯西::ξ狙

(注 )・最大値は、幼児・児童が2回接種、成人(1回が 983り及び高齢者(1回が 98.9%)の 1回接
種・2回接種の割合が現状通りとした場合。
・最小値は、幼児・児童が2回接種、成人及び高齢者が1回接種とした場合。

・最大値、最小値については、昨年の接種人数に係る予測値及び実績推定値のずれを補
正したもの

(2)世帯調査

世代別に住民への郵送によるアンケート調査をシーズン終了後に実施し、以下の

需要見込本数を算出。

|          :  推定値   |
:幼児・児童 (13歳未満)l  o99・ 3万本 :

|=天でlUIもイ蔽,~・ |~I:441:4芳禾 :

:高齢者 (65歳以上) =~688.1万 末 :

肝

~          :

tJ



2.次シーズンの需要検討結果

今回の医療機関等調査と世帯調査によってワグチンの需要を調査した結果、今冬の

ワクチン需要は2)230万本～2,670万本程度であり、本年のワクチンメーカーの製
造量は、最大2,905万本程度となる見込みであり、十分な製造・供給能力は確保され
ている。

<参考>
今年度のインフルエンザワクチン製造予定量の最大量は、現時点でワクチンメー

カー4社あわせて計2,905万本である。しかし、インフルエンザワクチンの製造量
は、ウイルスを鶏卵で増殖させて製造するため、ウイルスの増殖力、気温、鶏卵の

質等に大きく影響を受けるため、この製造予定量はあくまでも現時点の目安である。

3.今シーズンのインフルエンザワクチンの安定供給に関する対応について

これまでの経験にもとづき、今シーズンのインフルエンザワクチンの安定供給に関す

る主な対応策は、以下のとおりとする。なお、厚生労働省は、これらの内容を都道府県、

日本医師会、製造業者等の関係者に平成22年 8月 4日付け通知において周知をした。

[都道府県]

○ シーズン前に、関係者からなるインフルェンザ対策委員会を開催し、昨シーズン

における課題の抽出及び今シーズンにおけるワクチンの安定供給等に関する対策

を協議する。

○ 各都道府県が主体となり、管内の在庫状況を短期間に把握することが可能な体

制をあらかじめ確立する。

○ 各都道府県はワクチンが不足した場合のワクチンの融通方法をあらかじめ取り

決める。

○ 医療機関等及び卸売販売業者に対し、旧来の商慣習として行われている返品に
ついて、その完全に努めること、また医療機関等対し、返品を前提とした注文及び

在庫管理を行わないよう協力を求める。また、状況によつては、厚生労働省は多量

にワクチンを返品した医療機関等については、その実態を踏まえて名称を公表す

ることも検討する。                           ず、

○ 医療機関等に対し、ワクチン不足時にワクチン融通への協力を求める。

ゝ



[製造業者及び販売業者等]

○ 全生産量のうち、一定量のワクチンを融通対策として、製造業者及び販売

業者が保管する。なお、その出荷については厚生労働省が調整する。

○ 医療機関等から初回注文を受ける際には、その注文量が、一昨年度使用実

績を上回らないように配慮すること。

○ 初回注文又は追加注文において大量注文をする医療機関等に対しては、医

療機関等においてワクチン接種に支障をきたす場合を除いて、ワクチンを分

割して納入すること。

[医療機関]

○ 上記内容に協力する。

○ ワクチンが不足し、ワクチンを融通する場合は品質確保が重要となるため、規定

された貯法 (遮光して、凍結を避けて 10°C以下に保存)を遵守する。



資料3-2

医政経発 08
健 感 発 08
薬食血発 08
平 成 22年

04第 1号
04第 1号
04第 1号
8月 4日

各都道府県衛生主管部 (局)長 殿

厚 生 労 働 省 医 政 局 経 済 課 長

厚生労働省健康局結核感染症課長

厚生労働省医薬食品局血液対策課長

インフルエンザワクチンの安定供給対策について

インフルエンザワクチン (以下「ワクチン」とい う。)の需要動向は、インフルエン
ザの流行状況等の不確実な要素により影響を受ける傾向にあるが、平成 22年 7月 12
日に開催 したインフルエンザワクチン需要検討会において、今年度のワクチン需要予測

と併せて安定供給対策の検討を行つたところである。

今シーズンは、昨年度発生した新型インフルエンザ (A/HlNl)株 が含まれた 3価ワク
チンが新たに供給されることから、ワクチンの安定供給には配慮が必要と考えている。
ついては、貴職におかれては、下記の事項について、十分留意の上、管内の体制づく

り及び関係者への周知等を進めていただくとともに、予防接種法 (昭和 23年法律第 6
8号)上の予防接種の実施主体である市区町村及び医療機関に対 し適切な指導、情報提
供等を行われたい。

今後の予定として、 9月 中旬に都道府県インフルエンザワクチン担当者会議を開催す

る予定であり、その場において進捗状況等を確認することとしていることから、その準

備方よろしくお願いする。

なお、 1価ワクチンの供給にかかる取扱いについては、別途、連絡することを予定で
ある。                    ´



記

1.各都道府県においては、今年度のインフルエンザシーズン前に、都道府県担当課 (感
染症対策、薬務、医務等)、 都道府県医師会、都道府県卸売販売業者団体及び保健所
等からなるインフルエンザ対策委員会を開催 し、先般送付したインフルエンザワクチ
ン需要検討会の資料等を参考にしつつ、昨シーズンにおける課題を抽出し、今シーズ
ンにおけるワクチンの安定供給対策等を協議するとともに、以下の体制等を取 り決め
ておくこと。

(1)貴管内の卸売販売業者及び医療機関等の在庫状況等を短期間 (3日 間程度)に
把握することが可能な体制

(2)ワ クチンが不足した場合の融通方法
(3)接種可能な医療機関等が限定される場合の住民への周知方法

2.ワ クチンの安定供給を図るためには、関係者が各々の責務を認識 し、予防接種希望
者本位の考え方に基づいて対応することが必要であることから、各関係者に対し、別
紙通知を発出することにより、各会員に周知徹底を依頼 したところであるが、各都道
府県においても管内関係者に対して、以下の各事項について周知を行い、協力を要請
すること。

(1)ワ クチン製造量等について
今年度は、一昨年度ワクチン製造量 (2,696万本 (lmL換算。以下同じ。))
の約 8%増 となる 2,905万本 (平成 22年 7月 12日 時点における見込み)の ワク
チンの製造が予定されている。また、全製造量のうち、一定量のワクチンが、ワ
クチン不足時の融通用として製造業者及び販売業者 (以下「製造業者等」とい う。)
において保管される予定であるが、当該本数については実生産数等を考慮の上、
今後、製造業者等と検討することとしている。

(2)分割注文について      ,
医療機関等は予約・注文を行 う際には、原則 として当該医療機関の一昨年の使
用実績を上回らないようにすること。
雀Π売販売業者は、追加注文を受ける際には、初回注文により納入 した医療機関
在庫を確認 した上で、必要量の供給を随時行い、ワクチンの偏在が起こらないよ
うに酉己慮すること。
また、医療機関等からの予約、初回注文及び追加注文を受ける際には、これら
の取扱いについて医療機関等に対して情報提供を行い、確認すること。
なお、卸売販売業者は、前年に実績のない医療機関等からの新規のワクチン注文
についても、全体の注文量の状況を踏まえて調整する必要があるが、新規開業の
医療機関等が不利 とならないように配慮すること。

(3)分割納入について
初回注文又は追加注文において、大量注文をする医療機関等ヘー度にワクチン
が納入されると、市場に流通するワクチンの在庫量に与える影響が大きいことか



ら、卸売販売業者は、当該医療機関等においてワクチン接種に支障をきたす場合

を除いては分割納入を行 うこととし、この取扱いに医療機関等も協力すること。

(4)予約の解除について
今年度のワクチン供給予定からみて、現在のところ、平成 22年 10月 中 。下
旬頃までには一昨年度の医療機関使用量の 85%程度にあたる約 2,085万本程度の
供給が確保 される予定であるが、流通在庫が減少する接種シーズン終盤において

も、ワクチンの供給の流動性を確保 し、偏在等が発生 しないよう、平成 22年 1
2月 1日 を目途に、卸売販売業者は、未納品の予約の取消し又は保留等の措置を

図ることについてワクチンを予約 している医療機関に理解を求めるよう努めるこ

と。

また、医療機関は、卸売販売業者より当該措置について、依頼があつた場合は、

適宜協力すること。

当該措置は、既に特定の医療機関等から予約済みとされている等の理由により、

早急にワクチンを必要とする医療機関の注文に対してワクチンが納入されないよ

うな事態を防ぐための対応であり、この趣旨を各関係者が理解 し円滑な供給に努

めること。

(5)定期接種対象者への配慮について
予防接種施行令 (昭和 23年政令第 197号 )に基づくインフルエンザの定期
の予防接種の対象者は以下のとお りであり、今年度のワクチンの接種にあたり、
これらの者介の接種の機会が確保できるよう配慮すること。

①  65歳 以上の者 及び
②  60歳 以上 65歳未満の者であって、心臓、腎臓又は呼吸器の機能に自己の
身辺の日常生活が極度に制限される程度の障害を有する者及びヒト免疫不全

ウイルスにより免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な程度の障害を有す

る者であること。  t

(6)返品について
接種シーズン終盤まで在庫ワクチンを抱えて返品することは安定供給の妨げに

なるため、医療機関等及び卸売販売業者に対しては、旧来の商慣習として行われ

ている返品について、その改善に努めることとし、また、医療機関等においては、

返品を前提とした注文及び在庫管理を行わないこと。

また、状況によっては、厚生労働省は接種シーズン終盤に多量にワクチンを返

品した医療機関等について、その実態を踏まえて名称の公表を検討することとし

ており、卸売販売業者は、注文時にその旨を医療機関等に情報提供すること。

(7)品質確保について
医療機関等は納入されたワクチンについては、貯法 (遮光し、凍結を避けて 1

0℃以下に保存。)を遵守 して品質を確保するとともに、ワクチン不足が発生し、
都道府県から融通の要請があつた場合には積極的に融通に協力すること。

また、卸売販売業者は、ワクチンの不足が発生し、都道府県から融通の要請が



あつた場合には、ワクチンを引き取る際に、医療機関等において貯法の遵守など
品質の確保がなされていることを確認すること。

(8)ワ クチンの再利用等について
ワクチンは、同一バイアルで複数回投与できるようにバイアル内に十分な薬液
量が充填 されているため、医療機関等ではバイアル製剤においては、ワクチンの
取扱い上の注意等を留意した上で、その効率的な使用に努めること。

3.全国の卸売販売業者の在庫状況を厚生労働省医薬食品局血液対策課 (以下「血液対
策課」という。)から全都道府県に対 し定期的に提供し、各都道府県において在庫の
偏在及び不足等の状態をモニターできる体制を構築することとしているので、その情
報を活用 し、早期に供給不足の状況等を把握 し、適切に対応すること。

4.管内におけるワクチンの供給に滞 りが生じた場合には、管内の在庫調査及び地域間
の融通を行うこと。その上でなおt管内における供給不足が明らかになった時は、血
液対策課に対し、その状況を報告すること。
血液対策課では、その報告を受けた場合、全都道府県に対し、それぞれの管内のワ
クチンの供給状況の報告を求め、融通の必要性が認められたときは、各都道府県の協
力の下、製造業者等及び卸売販売業者の在庫の全国的な融通を依頼するとともに、必
要に応じ製造業者等において融通用に保管されたワクチンを当該都道府県内の卸売販
売業者に配送するよう製造業者等に依頼することとしていること。′

5。 なお、インフルエンザのシーズン前に都道府県インフルエンザワクチン担当者会議
を開催する予定であり、この場においてさらに必要な情報提供を行うこととしている
とともに、ワクチンの生産状況、融通用ワクチンの数量及びその他の必要な追加情報
については、血液対策課より、 9月 以降、適宜情報提供することとしていること。



健 感 発 0804第 2号
薬食血発 0804第 4号
平 成 22年 8月 4日

別記 (医療関係団体代表者)殿

厚 生 労働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 長

厚 生労働省 医薬食 品局血液対策課長

インフルエンザワクチンの安定供給対策について

インフルエンザワクチン (以下「ワクチン」という。)の需要動向は、インフルエン
ザの流行状況等の不確実な要素により影響を受ける傾向にあるが、平成 22年 7月 12
日に開催 したインフルエンザワクチン需要検討会において、今年度のワクチン需要予測
と併せて安定供給対策の検討を行つたところである。

今シーズンは、昨年度発生した新型インフルエンザ (A/HlNl)株が含まれた 3価ワク
チンが供給されることから、ワクチンの安定供給には配慮が必要と考えている。ついて

は、貴職におかれては、貴団体傘下の医療機関等に周知徹底されたい。
なお、各都道府県衛生主管部 (局)長には別添 (写 )の とお り通知したことを申し添える。

1 今年度は、一昨年度ワクチン製造量 (2,696万本 (lmL換算。以下同じ。))の約 8
%増 となる 2,905万本 (平成 22年 7月 12日 時点における見込み)の ワクチンの製造
が予定されている。また、全製造量のうち、一定程度のワクチンが、ワクチン不足時
の融通用として製造業者及び販売業者 (以下「製造業者等」という。)において保管
される予定であるが、当該本数については実生産数等を考慮の上、今後、製造業者等
と検討することとしている。これを踏まえて、医療機関等は予約、注文を行 う際には、

原則として一昨年の使用実績を上回らないようにすること。

また、追加注文を行 う際には、初回注文により納入された医療機関在庫を確認 した

上で、必要量の注文を随時行 うよう配慮すること。

なお、前年に実績のない新規のワクチン取引については、状況により納入量の調整
が行われる場合があること。
2 予防接種施行令 (昭和 23年政令第 197号 )に基づくインフルエンザの定期の予
防接種の対象者は以下のとおりであり、今年度のワクチンの接種にあたり、都道府県

記



は、これらの者への接種に必要なワクチン確保に努めることとしている。

①  65歳 以上の者 及び
② 60歳 以上 65歳未満の者であって、心臓、腎臓又は呼吸器の機能に自己の
身辺の日常生活が極度に制限される程度の障害を有する者及びヒト免疫不全ウイル
スにより免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な程度の障害を有する者であるこ

と。

初回注文又は追加注文において、大量注文をする医療機関等ヘー度にワクチンが納

入されると、市場に流通するワクチンの在庫量に与える影響が大きいことから、卸売

販売業者は、医療機関等におけるワクチン接種に支障をきたす場合を除いて分割納入

を行 うこととしているため、この取扱いに医療機関等も協力すること。

今年度のワクチン供給予定からみて、現在のところ、平成 22年 10月 中・下旬頃
までには一昨年度の医療機関使用量の 85%程度にあたる約 2,085万本程度の供給が確
保される予定であるが、流通在庫が減少する接種シーズン終盤においても、ワクチン

の供給の流動性を確保 し、偏在等が発生しないよう、平成 22年 12月 1日 を目途に、
未納品の予約の取消し又は保留等の措置についてワクチンを予約 している医療機関
に理角翠を求めるよう努めることとしている。このため、卸売販売業者より当該措置に
ついて、依頼があつた場合は、適宜協力すること。

当該措置は、既に特定の医療機関等から予約済みとされている等の理由により、早
急にワクチンを必要とする医療機関の注文に対 してワクチンが納入 されないような

事態を防ぐための対応であり、この趣旨を各関係者が理解 し円滑な供給に努めるこ

と。

接種シーズン終盤まで在庫ワクチンを抱えて返品することは安定供給の妨げになる
ため、旧来の商慣習として行われている返品について、その改善に努めることとし、
返品を前提とした注文及び在庫管理を行わないようにすること。
また、状況によっては、厚生労働省は接種シーズン終盤に多量にワクチンを返品し
た医療機関等について、その実態を踏まえて名称の公表を検討することとしている。

納入されたワクチンについては、貯法 (遮光し、凍結を避けて 10℃  以下に保存。)
を遵守 して品質を確保するとともに、ワクチン不足が発生し、都道府県から融通の要
請があった場合には積極的に融通に協力すること。

ワクチンは、同下バイアルで複数回投与できるようにバイアル内に十分な薬液量が

充填 されているため、医療機関等ではバイアル製斉Jにおいては、ワクチンの取扱い上
の注意等を留意した上で、その効率的な使用に努めること。

8 都道府県においては、今年度のインフルエンザシーズン前から、都道府県担当課 (感
染症対策、薬務、医務等)が 中心となり、インフフレエンザ対策委員会を開催 し、ワク
チンの安定供給対策等を協議することになるので、在庫状況等の調査を求められた場

合には、積極的に協力すること。



(別記)
社団法人日本医師会
感染症危機管理対策室長 保坂 シゲリ

社団法人全国自治体病院協議会会長

社団法人全 日本病院協会会長

社団法人日本医療法人協会会長

社団法人日本病院会会長

官内庁長官官房秘書課長

防衛省人事教育局衛生官

文部科学省高等教育局医学教育課長

医政局政策医療課長

労働基準局労災補償部労災管理課長

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課施設管理室長

独立行政法人国立病院機構理事長

独立行政法人国立印刷局理事長

独立行政法人労働者健康福祉機構理事長

日本郵政株式会社事業部門病院管理部長

日本赤十字社社長

社会福祉法人恩賜財団済生会理事長

全国厚生農業協同組合連合会会長

社会福祉法人北海道社会事業協会会長

社団法人全国社会保険協会連合会会長

財団法人厚生年金事業振興団理事長

財団法人船員保険会会長

国家公務員共済組合連合会理事長

社団法人地方公務員共済組合協議会会長

日本私立学校振興・共済事業団理事長
`



薬食血発 0804第 3号
平成 22年  8月  4日

(社)細菌製剤協会理事長 殿

厚 生労働省 医薬食 品局血液対策課長

インフルエンザワクチンの安定供給対策について

インフルエンザワクチン (以下 「ワクチン」とい う。)の需要動向は、インフル土ン
ザの流行状況等の不確実な要素により影響を受ける傾向にあるが、平成 22年 7月 12
日に開催 したインフルエンザワクチン需要検討会において、今年度のワクチン需要予測
と併せて安定供給対策の検討を行ったところである。
今シーズンは、昨年度発生した新型インフルエンザ (A/HlNl)株が含まれた 3価ワク
チンが供給されることから、ワクチンの安定供給には配慮が必要と考えている。ついて
は、貴職におかれては、下記の事項に十分留意の上、貴会所属会員に周知徹底 されたい。
なお、各都道府県衛生主管部 (局)長には別添 (写)の とおり通知したことを申し添える。

記

1 今年度は、一昨年度ワクチン生産量 (2,696万本 (lmL換算。以下同じ。))の
約 8%増 となる 2,905万本 (平成 22年 7月 12日 時点における見込み)のワクチンの
製造が予定されている。このため、一定量のワクチンを、ワクチン不足時の融通用
として当課より連絡があるまでの間、市場に出荷せず、保管しておくこと。なお、
当該本数については実生産数等を考慮の上、今後、検討することとしている。
当課においては、ワクチンの供給に滞 りが生 じたとの情報を把握した場合は、各
都道府県の在庫不足状況を精査し、融通を必要とする都道府県名 と数量を連絡する
ので、配送先の卸売販売業者を決定し、当課へ報告すること。
なお、保管体制の解除については、全国の流通状況を見極めた上で、当課より連
絡する。

2 上記 1の融通用ワクチンが確保 されることを踏まえて、卸売販売業者に対 して医
療機関等からの予約・注文を受ける際には、原則 として当該医療機関の一昨年の使
用実績を上回らないように配慮するよう周知すること。
また、卸売販売業者が追カロ注文を受ける際には、初回注文により納入された医療
機関在庫を確認した上で、必要量の供給を随時行い、ワクチンの偏在が起こらない
ように配慮するよう周知すること。
なお、卸売販売業者に対して前年に実績のない医療機関等からの新規のワクチン
注文についても、全体の注文量の状況を踏まえて調整する必要があるが、新規開業



の医療機関等が不利 とならないように配慮するよう周知すること。

3 今年度のワクチン供給予定からみて、現在のところ、平成 22年 10月 中 。下旬頃
までには一昨年度の医療機関使用量の 85%程度にあたる約 2,085万本程度の供給が
確保される予定であるが、流通在庫が減少する接種シーズン終盤においても、ワク

チンの供給の流動性を確保 し、偏在等が発生しないよう、平成 22年 12月 1日 を
目途に、卸売販売業者は、未納品の予約の取消し又は保留等の措置についてワクチ
ンを予約 している医療機関に理解を求めるよう努めることとしている。
当該措置は、既に特定の医療機関等から予約済みとされている等の理由により、

早急にワクチンを必要とする医療機関の注文に対してワクチンが納入されないよう
な事態を防ぐための対応であり、このことをあらゆる関係者が理解 し円滑な供給に

努めること。

4 医療機関等が接種シーズン終盤まで在庫ワクチンを抱えて返品することは安定
供給の妨げになるため、旧来の商慣習として行われている返品について、その改善
に努めること。

5 全国の卸売販売業者の在庫状況を厚生労働省医薬食品局血液対策課 (以下「血液
対策課」という。)か ら全都道府県に対 し定期的に提供 し、各都道府県において在
庫の偏在及び不足等の状態をモニターできる体制を構築することとしている。
このため、製造業者及び卸売販売業者は毎週の地域別の在庫状況の把握及び調査
に協力すること。



医政経発 0804第 2号
薬食血発 0804第 2号
平 成 22年 8月 4日

(社)日 本医薬品卸業連合会会長 殿

厚 生 労 働 省 医 政 局 経 済 課 長

厚生労働省医薬食品局血液対策課長

インフルエンザワクチンの安定供給対策について

インフルエンザワクチン (以下 「ワクチン」という。)の需要動向は、インフルエン
ザの流行状況等の不確実な要素により影響を受ける傾向にあるが、平成 22年 7月 12
日に開催 したインフルエンザワクチン需要検討会において、今年度のワクチン需要予測
と併せて安定供給対策の検討を行つたところである。

今シーズンは、昨年度発生した新型インフルエンザ (A/HlNl)株が含まれた 3価ワク
チンが供給されることから、ワクチンの安定供給には配慮が必要と考えている。ついて

は、貴職におかれては、下記の事項について、十分留意の上、貴会所属の会員に周知徹
底されたい。

なお、各都道府県衛生主管部 (局 )長には別添 (写 )の とおり通知したことを申し添える。

1 今年度は、一昨年度ワクチン製造量 (2,696万本 (lmL換算。以下同じ。))の
約 8%増 となる 2,905万本 (平成 22年 7月 12日 時点における見込み)の ワクチンの
製造が予定されている。また、全製造量のうち、一定量のワクチンが、ワクチン不
足時の融通用として製造業者及び販売業者 (以下「製造業者等」という。)におい
て保管される予定であるが、当該本数については実生産数等を考慮の上、今後、製
造業者等と検討することとしている。

記



2 医療機関等から予約・注文を受ける際には、原則として当該医療機関の一昨年の
使用実績を上回らないように配慮すること。
また、追加注文を受ける際には、初回注文により納入した医療機関在庫を確認 し
た上で、必要量の供給を随時行い、ワクチンの偏在が起こらないように配慮するこ

と。

医療機関等からの予約、初回注文及び追加注文を受ける際には、これ らの取扱い

について医療機関等に対して情報提供を行い、確認すること。
なお、前年に実績のない医療機関等からの新規のワクチン注文についても、全体
の注文量の状況を踏まえて調整する必要があるが、新規開業の医療機関等が不利と

ならないように配慮すること。

3 初回注文又は追加注文において、大量注文をする医療機関等ヘー度にワクチンが
納入されると、市場に流通するワクチンの在庫量に与える影響が大きいことから、
当該医療機関等においてワクチン接種に支障をきたす場合を除いては分割納入を行
うこと。

4 今年度のワクチン供給予定からみて、現在のところ、平成 22年 10月 中・下旬
頃までには一昨年度の医療機関使用量の 85%程度にあたる約 2,085万本程度の供給
が確保 される予定であるが、流通在庫が減少する接種シーズン終盤においても、ワ
クチンの供給の流動性を確保 し、偏在等が発生 しないよう、平成 22年 12月 1日
を目途に、未納品の予約の取消し又は保留等の措置についてワクチンを予約 してい

る医療機関に理解を求めるよう努めること

当該措置は、既に特定の医療機関等から予約済みとされている等の理由により、
早急にワクチンを必要とする医療機関の注文に対してワクチンが納入されないよう
な事態を防ぐための対応であり、この趣旨を各関係者が理解 し円滑な供給に努める
こと。

5 医療機関等が接種シーズン終盤まで在庫ワクチンを抱えて返品することは安定
供給の妨げになるため、旧来の商慣習として行われている返品について、その改善
に努めること。

また、状況によっては、厚生労働省は接種シーズン終盤に多量にワクチンを返品
した医療機関等について、その実態を踏まえて名称の公表を検討することとしてお
り、注文時にその旨を医療機関等に情報提供すること。

6ワ クチンの不足が発生し、都道府県から融通の要請があった場合には、ワクチン
を引き取る際に、医療機関等において貯法の遵守など品質の確保がなされているこ
とを確認すること。

7全国の卸売販売業者の在庫状況を厚生労働省医薬食品局血液対策課 (以下「血液
対策課」という。)から全都道府県に対し定期的に提供し、各都道府県において在
庫の偏在及び不足等の状態をモニターできる体制を構築することとしている。
このため、製造業者及び卸売販売業者は毎週の地域別の在庫状況の把握及び調査
に協力すること。



8 都道府県においては、今年度のインフルエンザシーズン前から、都道府県担当課
(感染症対策、薬務、医務等)が中心となり、インフルエンザ対策委員会を開催し、
ワクチンの安定供給対策等を協議することになるので、在庫状況等の調査を求めら
れた場合には、積極的に協力すること。



資料 4

各都道府県のインフルエンザワクチン供給体制に対する考え方

平成 22年 8月 20日 付け当会議開催通知において、インフルエンザワクチン (以下 「ワ

クチンJと いう。)接種シーズン前における各都道府県の供給体制に対する考え方を 8月 30

日までに、御回答いただいた。

その回答を一覧にして、別紙にまとめたので、他都道府県の取 り組みも供給体市1づ くり

の参考にされたい。また、以下にその概要をまとめた。

1.都 道府県担当課及び保健所の役割について

多くの都道府県において、例年どおり各部署がインフルエンザワクチンの需要状況把

握、医療機関や卸売販売業との連絡調整、予防接種法関連等を実施している。

2.イ ンフルエンザ対策委員会の設置について

ほとんど全ての都道府県において、委員会を設置 (既存の検討会等で対応する場合も

含む。)している。

4.シーズン前の対応について、都道府県 としての考え方

① 医療機関等の注文量について

ほとんど全ての都道府県において、初回注文が一昨年の使用実績を上回らないこと

や、シーズンを通じての過剰注文を行わないこと等を管内関係者に対して協力要請等

の措置を講じている (実施予定を含む。)。

② 医療機関等、卸売販売業者の在庫等の調査について

。 ほとんどの都道府県において、定期的又は必要に応 じ、在庫状況の調査を実施
(実施予定を含む。)。

・ 全医療機関の在庫把握は困難との回答もある。



③ 返品という商習慣の改善について

。 大量注文の場合は分割納入とする。

・ 返品を前提とした注文及び在庫管理を行わないよう協力を求める。
・ 関係団体に改善要請を行う。
。 一昨年度実績と比較で予約数量が著しく増加 している医療機関については、注

文量の調整を要請する。

・ 卸売販売業者における返品の多寡についても在庫状況と合わせて把握に努め

るとともに、医師会等を通じ恒常的に返品を行っている医療機関については、

その名称等を公表することがあり得る旨を説明する。

・ 必要量は流行動向に大きく左右されることから、ある程度の在庫を抱えざるを

得ないが、毎年大量の返品が発生し、それがワクチン単価に影響を及ぼすよう

なことがあれば、このような商慣習は国民の理解を得られない。
。 品質の面から原則認めるべきではないが、接種機会を確実に確保するため、多

少はやむを得ない6

④ 高齢者の定期予防接種対象者に対する公費補助期限の設定と勧奨の啓発策につい ,

て

。新型インフルエンザワクチン接種事業 と定期予防接種事業が並行 して行われる

ため検討中。

・新型インフルエンザワクチン接種事業の実施期間と合わせることとする。
。市町において、新型インフルエンザ接種事業 と併せて実施 し、市民に啓発 され

るよう依頼。

・市町村 と連携 し、接種可能な医療機関の確保に努めるとともに、医療機関の公

表など接種に関する周知を行 う。

。流行前の早期接種を行 うよう各市町及び県の広報を活用 し周知を図る

⑤ ワクチン不足の場合の対応について

。 関係団体 。医療機関の在庫状況を基に医薬品卸業組合に対し融通を依頼する。
・ 卸売販売業者、医療機関に融通要請をした後、困難な場合は厚生労働省に融通

要請を行う。

・ 卸売販売業者等の在庫状況等から必要に応 じて県内での調整、連携を図る。
。 県で行った調査情報を関係機関が共有し、接種希望者に対し接種可能な医療機
関の情報提供を行う。



・ 混乱を招かないょう、適切な情報提供と関係機関との密接な連携による計画的

な供給調整

⑥ 住民への周知方法について

。 接種可能な医療機関について調査しホームページで公開する。
・ 保健所を通じて情報提供、周知を図る

。 広報誌等により周知する。

・ 相談窓口を設置し医療機関の紹介等の情報提供をする。



各都道府県におけるインフルエンザワクチンの供給体制について
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各都道府県におけるインフルエンザワクチンの供給体制について
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ザワクチン安定供給
会
議を平成19年度から
設置)

業者に対して、全注
文量が前年の使用
実績を上回らないよ
うに通知する。

等の調査については、
例年どおり実施予定

rF千・
jぃ、ガ■lttXの

徹底及び原則として返

品を行わない旨の

通知を医療機関あて発
出予定

今回のインフルエンサ

ワクチンは季節性かつ

新型インフルエンザの 3

価ワクチンとなることか

ら、新臨時接種が開始

される前までは、高齢
者等以外の方への接
種に関して接種勧奨と
ならないよう十分な注
意が必要と考えてい

医療機関に在厚のあるワ
クチンを融通することは、
品質の責任という観点か
ら望ましくないと考える。
ワクチン不足の場合に
は、県で行つた調査の情
報を関係機関が共有し、
接種希望者に対し接種可
能な医療機関の情報提供
を行う。

同左

群  罵

桐

(ワクチン不足が見
込まれる場合等必要
に応じてに開催する
予定)

国の通利をコlア、県
医師会、各都市医師
会、医薬品卸協同組
合、県病院協会等に
脇力を要請。依頼済
み。

卸元販売薬者について

は、緊急の在庫量調査
に対応できるような体

制整備を準備中。緊急

時以外は定期的に報告

を求める。

医療機関については、
緊急時のみ医師会の
協力を得て調査を実施
する予定。

改晋するよう関係者に

協力要請しているが、

多少の返品はやむを得
ないと考えている。

流行前に1晏祖が終了す
るように、●●T村へ依
頼する。

υ II民へ の 対 応
任意予防接種医療機関
の情報を提供している。ま
た、その情報は県ホーム
ページに公開している。不
足時には、調査を実施し、
予防接種実施可能な医療
機関を県ホームページを
通じて情報提供する。
O卸売販売業者及び医療
機関への対応
卸売販売業者を介した
医療機関間の融通は、品
質確保等の観点から難し
いので、不足数量を詳細
に調査したうえで、国が確
保しているワクチンの融
通を求める。

任意予防接種医療
機関及び予防接種案
施可能な医療機関の
情報を県ホームペー
ジに公開する。また、
市町村に対して、任
意予防接種医療機
関の情報を広報鯰等
を通じて周知する。

埼  玉

質米の華師性インフル
エンザワクテンの接種
事業に加えて、平成21
年度から新型インフル
エンザワクチン接租事
業も追加された。

(埼玉県インフルエン
ザワクチン安定供給
対策会議を9月 17日
に開催予定)

通じ周知し、医療機
関の協力を求めた
い。

エンザワクチンと同様に
在庫調査を行う。

征釆の幸節性インフリレ

エンザワクチンと同様
に、余ったら返品する商
習慣は改めるべきであ
る。

ア助燎TE栞地中仲 lエ
3せるためには、交付
哺助期限の設定、推奨
ま効果的である。

邑環機関同
=r/pttlaほ

困難であるため、緊急8n
奎により実態を精査のう
た、不足分については国
こ融通用ワクチンの提供
をお願いしたい。

公報等により実施す
る。



各都道府県におけるインフルエンザワクチンの供給体制について

都道府
県名

都道府県担当課の役割につぃて(※ 1)

保健所の役害1
インフルエンザ対策
委員会の設置につい
て

シーズン前の対応について、都道府県としての考え方(昨年度との相違点、新たな取組みを中心に)(※2)

その他新たな
対応について薬 務 感染症対策 医務

医療機関等の注文

量について

医療機関等、卸売販売
業者の在庫等の調査に
ついて

返品という商慣習の改
善について

高齢者等の定期予防
機種対象者に対する公
費補助期限の設定と勧
奨の啓発策について

ワクチン不足の場合の対
応について

隣租可能な医療機瀾
が限定されている場
合への住民への周
知方法について

千  葉

県区日●
=、
県民間病

院協会、全国自治体
病院協議会千葉県
支部を通じ、初回注
文は前年の使用実
llを上回らないよう
各会員への理解を求
めた。

の協力のもと、ワクチン
注文量が100本以上
の医療機関を把握する
とともに、卸亮販売業者
の在庫量の調査(定期
報告及び緊急報告)を
行う。
また、厚生労働省から
の緊急調査に対応する
ために、事前に医療機
関及び卸売販売業者の
在庫数についての試行
調査を行う。

院協会長、全国自治体
病院協議会千葉県支
部長あてに平成20年 7
月8日付けの厚生労働
省関係課長からの文書
を通知し、各会員に返
品を前提とした注文及
び在庫管理を行わない
よう理解を求めるととも
に、県医薬品卸協同組
合長あて同文書を通知
し、組合員に分割納入
を行うよう理解を求め
た。

手圧禾まで 囁墜ロロ奮よひ界ら桑rn口烈
協同組合の協力のもと、
供給に余裕のある地域か
ら不足の地域に在庫ワク
チンの融通要31を行う。

沐暉FJr刀 ら`官内の濠
租希望者へ情報提
供する。

東  京

状況により開催(都
内において、ワクテレ
不足が見込まれる状
況となった場合に必
要に応じて開催

理 lLな
"と
さ4Tつヘ

きである。
疋期印な仕厚釈滉の鞠

告を求めていく。
品質の国から原貝りとし
て認めるべきではない
が、接種機会を確実に
確保するため、多少は
やむを得ない。

7AN貿備期期間131、 新型
インフルエンザ予防接
種の実施期間とあわせ
ることとし、区市町村及
び都の広報媒体で接種
勧奨を行う。

b情報提供と関係機関と
つ密接な連携による計画
杓な供給調整

こ 叩 口:↑JりlA報な 土
本として住民に周知

神奈川

銅

(必要に応じ、インフ
ルエンザ対策に係る
関係者打合会を開催
し、状況に応じた対
応策を協議する予
定。)

医師会及び県医薬品
卸業協会等に対し
て、適正な数量の注
文等の協力要請を依
順済み。

医環機関に関しては、

調査対象医療機関を選
定した調査を検討す

る。また、卸売販売業

者に対する調査は、ワ

クチン不足の状況に応
じて、実施を検討する。
また、市町村に対して
定期の予防接種実施
医療機関のワクチン在
庫有無についての把握
調査を検討中。

国の理知を実lア、県医
師会及び県医薬品卸業
協会等に対して、注文
及び在庫管理にあたっ
て返品が生じないよう、
依頼済みであるが、返
品可能な商慣行は、市
場取引により行われて
いるものであり、協力要
請も強制力はないた
め、実効性においては
限界がある。

析型インフルエンサワ

ンチン(A/NlHl)事 業と
丼せて対応する予定

・ツクテン4ヽた時寺の状
況に応じた医療機関、卸
売業者等に対する在庫状
況等の調査、及びワクチ
ンの地域間融通について
は、各関係者と調整、連
携しながら検討を進める。
・接III望者に対しては、
県保健福祉事務所等での
情報提供も検討していく。

足、偏在が生じた場
合は、適切に情報提
供をしていく

新  潟

(ワクチン不足時等
必要に応じて会議を
開催する予定)

R、 県医師雷、県病
完協会、県医薬品卸
颯合の4者連名で、
畳剰な注文とならな
ハよう医療機関へ通
u済。

任厚寺のコ1食は、nll売
業者に対しては10月 ～
3月 、医療機関に対して
は11月 中旬に実施予
定。

協会、県医薬品卸組合
の4者連名で、原則とし
て返品は認めない旨、
医療機関へ通知済。

予|"接組の時期につい
では、インフルエンザの

た行前(10月～‖月)
D接種をよびかける。

2県的なワクチン不足が
陪生した場合には、速や
bヽこ国へ融通用ワクチン
D供給を要請する。

匿環磯関の任厚拡
況調査結果等に基づ
き、接種可能な医療
機B8等を紹介するこ
とを検討する。

富  山

有

(平成 11年 度から
「インフルエンザ対策
連絡会議」を設置し
ており、同会議の中
で運用している。)

墜1叩云、な的洒瞬、
卸業協同組合あて、
注文量が昨年使用
実績を上回らないよ
うtまた追加注文は
必要量以上注文しな
いように通知

・卸売薬者における在
庫状況については、定
期的に把担予定
・医療機関については、
すべてを対象とした在
庫状況の把握は困難で
あることから、必要に応
じて感染症のモニター
医療機関を対象に調査
予定

区日口言、/A・印病院、コl
業協同組合あて改善に
努めるよう通知
返品を前提とした注文、
在庫管理をしないよう、
返品数量の多い医療機
関については、国にお
いて医療機関名称の公
表等も検討されている
ことを通知

は新型インフルエンザ
ワクチン対策事業の終
期である年度末とし、流
行前接種についての啓
発強化などの検討をす
るよう市町村あて通知
予定

屋に努め、不足の際には
職通要請を行う

医印雷●医環懺円、
市町村等との協議の
うえ、接種実施医療
機関などの情報提供
を行う

石  川

県四の ワクテン惧絡 状

況の1巴握、調整
務型インフルエンサワ
クチン接種事業および
二類定期予防接種の
実施体制の把握と支援
ワクチン不足情報を把
握した場合の担当課ヘ
の報告

官困下町のインフル
エンザ予防接種実施
体制の把握と指導
ワクチン不足情報を
把握した場合の担当
課への報告

Vtt f7J● Jから甲割に
インフルエンザワクチ
′等対策会議を開催
ナる予定

国力`うの通知困谷に
ついて、医師会、薬
業卸売協同組合を通
じて 医ヽ療機関及び
卸売業者に周知し
た。ワクチンの注文
量が、一昨年の使用
実績を上回らないよ
う理解を求めた。

rF子ま C惧用
=llp,かつた医療機関をモニ

ター機関として依頼し、
モニター医療機関とワ
クチン卸売り業者から
定期的に在庫量等につ
いて報告を受ける。

国からの通知につい
て、医師会、薬業卸売
協同組合を通じて、医
療機関及び卸発業者に
周知した。その中で、多
量の在庫を抱えて返品
する旧来の商習慣は、
安定供給の妨げになる
ので、改善に努めるよう
通知した。

和翌インフルエンフツ
クチン接種事業および
新臨時接種が予定され
ているため、国の実施
要綱に基づき市町が公
費補助期限を設定する
よう支援していく。(国か
ら契約期間は年度末ま
でと回答あり)

仕厚二Ela量積果に■い、
融通できる医療機関がな
いか確認し、調整する。対
応困難となつた場合に
は、厚生労働省と協議の
上、融通用に保管されて
いるウクチンの供給等を
要請する。

叩ロロ 同`rTリソフア
ン接種を実施するた
めに確保した医療機
関名を市町と県が広
報やホームページ等
で周知していくことを
検討中



各都道府県におけるインフルエンザワクチンの供給体制について

都道府
県名

都道府県担当課の役割についてく※1)

保健所の役割
インフルエンザ対策
委員会の設置につい
て

シーズン前の対応について、都道府県としての考え方(昨年度との相違点、新たな取組みを中心に)(※ 2)

その他新たな
対応について業 務 感染症対策 医務

医療機関等の注文

量について

医療機関等、卸売販売
業者の在庫等の調査に

ついて

返品という商慣習の改
善について

高齢者等の定期予防
接種対象者に対する公
費補助期限の設定と勧
奨の啓発策について

ワクチン不足の場合の対
応について

崚種可能な医療機鵬
が限定されている場
合への住民への周
知方法について

福  井

祠

(感染症予防対策委
員会)

rF子の瞑用栞薇こ弓
慮して受注するよう
要請。

颯 環 慨 関 l‐つ い ヽ l工 、

各保健所で調査。
卸売販売業者について
は、県庁で調査。

闘係者に対し、協力を

要請する。

告巾口Jめて呂昴百寺の
定期予防接種対象者に
対する接種の機会の確
県について通知済み

ハて情報提供を行う。
o中国j↑Jマ博環籠
祉センター(保健所)
を介して情報提供す
る。

山  梨

医師会、医薬品卸、
呆健所、医務、感染
主担当で構成する
童絡会議を開催して
ハるため

口牛のlR用■を切栗
た́注文量とするよう
医師会へ要睛

卸売販売業者を通した

調査を依頼 =議
場で改番 を要請 区環機関、コ

'元
販売来石

こ対して融通の協力を依
順

市町村に対して広報
を依頼     ′

長  野

(「インフルエンザ対
策委員会」の設置は
ないが、当該委員会
と同様の機能を持た
せた「インフルエンザ
ワクチンの安定供給
に係る打ち合わせ会
議」(9月 下旬開催予
定)を開催してい
る。)

ワクチンの初回注文
量が一昨年の使用

実績を上回らないよ
うに、また、追加注文
を行う際には、医療
機関内のワクチンの
在庫の消費状況を確
認しながら、必要量
の注文を随時行うよ
う医師会、医薬品卸
協同組合を通じて医
瞭機関及び卸売販売
業者に要31した。

ンの在庫状況を定期的
に調査する。また、イン
フルエンザの患者発生
状況等を注視しながら、
医療機関のワクチンの
在庫状況を必要に応じ
て調査する。調査結果
については、医師会、
医療機関、保健所等を
通じて接種希望者に情
報提供する。

返品といつ商省IIにつ
いて、その改善に努め

ることとし、返品を前提
とした注文及び在庫管
理を行わないよう、医師
会、医薬品卸協同組合
を通して医療機関及び
卸亮販売業者に要請し
た。

疋期 ア助燿 IE河藤百
の接種の機会が確保で
きるよう市町村に要請
した。

め要に応じて医療機関の
在庫状況を調査し、医師
会、医療機関、保健所等
と協力しながら接種希望
者に情報提供する。
また、融通の要請があつ
た場合には、医療機関に
おいてワクチンの品質の
確保がなされていることを
確認した上で積極的に融
通に協力するよう医師
会、医薬品卸協同組合を
通じて医療機関及び卸売
販売業者に要請した。

県不―ムヘーン、保
健所窓口等を介して

情報提供する予定で

あるが、効果的な周
知方法についてその
都度、医師会、医療
機関を交えて検討す
る。
ヽ

岐  阜

写愁以降のインフルエンサワクテンについて1よ、新型インフルエン
ザワクチン接種事業としての性質が強いことから、新型インフルエン
ザ対策本部事務局で対応している。

市町何への助百揖

導
さ彙●●コl販元果百に
対して調査を実施す
る。

医楽品卸薬看に対して

口査を実施する。

嘔品を月り曇とした圧又
及び在庫管理を行わな
いよう、会議において要
:1する。

ついては、厚生労働省
からのご指示のとおり、
各市町村に年度末まで
実施するよう説明して
いる。

祀級医日●云よいE桑昴■
協会の協 力により県内融

通する。また、県内でまか

なうことができない場合
は、厚生労働省に依頼す
る。

脈型インフルエンザ
フクチン接種事業と
て́国(新臨時接種
開始後は市町村)と
契約した医療機関に
ついて、市町村が主
本となり周知を行い、
晨はそれを支援す
6。

静  岡

悧

(静岡県予防接種対
策委員会において協
議することとしてい
る。)

「

回県7助薇TI河
策委員会を開催し、
県医師会及び県医薬
品卸業協会等へ協
力を依頼する。

静岡県予防lI租対策
委員会を開催し、県医
師会及び県医薬品卸業
協会等へ協力を依頼す
る。

委員会を開催し、県医
師会及び県医薬品卸業
協会等へ協力を依頼す
る。

口ψ理和l‐びワIIほ 8T
画を策定するよう各市
町に周知している。勧
奨の啓発は各市町の
広報紙が主である。

"回
呆 マ 助 僚 薇 河 東 安

員会を開催し、県医師会
及び県医薬品卸業協会等
へ協力を依頼する。

不―ムヘーン、lA報
誌等を作成して、住

民等からの照会に対

応できる体制を整備
する。

愛  知

有畔 厩22年 9月 7
日開催予定 )

泉則として、予約・注
文量が一昨年の使
用実績を上回らない
たうに、医療機関及
メ卸売販売業者に通
uした。

医療機関については、
感染症発生動向調査
つ定点等を対象に在庫
n調査を適宣行う予
定。
印売販売業者について
ま、定期的(週 1回 )に
饉庫状況等の報告を求
め、流通状況を把握す
る予定。

週H発江、分 Il細人の
実施等により、返品を

前提とした管理を行わ

ないように関係者に通
知した。

クチン接種事業(新臨
時接種)の接種計画に
合わせて調整される予
定。

口j元素百に対すOa142の
結果などから、必要に応じ
て県内での調整を図る。
県内での不足の状況を確
認した場合は、国へ融通
を要請する。

豪薇 円鵬な医燎磯ロ
の把握に努め、住民
への情報提供を行

う。



各都道府県におけるインフルエンザワクチンの供給体制について

榔縣

都道府県担当課の役割について(※ 1)

保健所の役割
インフルエンザ対策
委員会の設置につし
て

シーズン前の対応について、都道府県としての考え方(昨年度との相違点、新たな取組みを中心に)(※2)

その他新たな
対応について

薬務 感染症対策 医務
医療機関等の注文

量について

医療機関等、卸売販売
業者の在庫等の調査に
ついて

返品という商慣習の改
善について

高齢者等の定期予防
接種対象者に対する公
費補助期限の設定と勧
奨の啓発策について

ワクチン不足の場合の対

応について

接種可能な医療機鵬
が限定されている場
合への住民への周
知方法について

二  重

に適正な発注を行う
よう協力要81する。

コ唾販元彙百へr7p仕
庫等調査は可能であ
る。 医療機関の在庫
状況調査は必要に応じ
て電話等での調査を行
う。

インフルエンサワクチン
の所要量はその年の流
行動向に大きく左右さ
れることから、ある程度
の返品はやむを得ない
ところもある。 しかし、
毎年大量の返品が発
生し、それがワクチン単
価に影響を及ぼすよう
なことがあるとすれば、
このような商習慣は国
民の理解を得られな

暉年、県公蒸l■二む凛
会予防接種部会におい
て、標準接種推奨期間
(10月 1日 ～l月 31日 )を
決定し、各市町へ周知
している。 殆どの市町
ではこの期間を基準に
実施しているが、流行
時期が毎年異なること
を踏まえ、必要に応じて
延長するなど柔軟に対
応する市町もある。

情報提供により、地域、あ
るいは県内で調整する。
県内調整の限界を超えた
場合は、国に依頼する。

^県
では、口万り僚租
における県内市町間
の相互乗り入れ体制
が整備されているた
め、特段問題はない
と考える。 ただし、
必要な場合は、実施
主体である市町から
住民へ周知するよう
指導する。

滋  賀

百 (毎 年 11月 に開催
~咋午鷹 rlp曖用栞
績を上回らないよう
に、また追加注文を

する際には、在庫を
確認した上で、必要
量の注文を随時行い
ワクチン接種に支障
をきたす場合を除い
て分割納入に協力す
るよう医師会、病院
協会を通じて各医療
朧間に通知。

を整えている。
医療機関に対し、違品

を前提とした注文を行

わないよう通知。

m口:|ヽゎ し cヽ、 初 笙 4
ンフリレエンザワクチン接
種事業と併せて実施
し、市民に啓発されるよ
う依頼。

屁lE仁厚刀`凛タフ0ンー
ズンにおいて、偏在が発
生しないよう、平成22年 1
2月 1日を目途に未納品
D予約取り消し等の措置
こついて配慮するよう通
団。県内で賄えなくなった
ら合は、国へ融運用ワク
テンを要請。

T町に対し、周知を
衣頼。

京  都

フクチンの流通 ワクチン接種計画、低

所得者対策
何

1平成22年 9月 頃) こ把握しない予定
現位のこ‐う、医環機
関の在庫量調査を行う
予定はないが、卸売販
売業者については適宜
在庫量の把握を行う。

8環 機 関 Cのソ 7ナン
の抱え込みを防ぐた
め、原則返品不可とす
るよう、医療機関及び
F「売販売業者に要請

国の新たな新型インフ
ルエンザワクチン1姜種
事業に併せて、二類定
期接種の前倒し実施を
市町村に要請

'ノクアンか4ヽたした■言
は、卸売販売業者に出荷
調整を要請
国に備蓄用ワクチンの追
加放出を要請
なお、医療機関在庫の偏
在による不足の場合に
は、相互融通の実施可能
性を検討

け仏 報 課 を退 して 、

日知を行う。

大  阪

有
'|ご
続き、睦師云青
こ過剰な量の発注を
予わないよう、協力を
求める。

医療機関数が10,00
)以上あり、医療機関
主体の在庫数の把握
ま事実上困難。
印売販売業者の在庫
枚は、卸売販売業者等
ヒの連携の下、状況把
屋に努める。

口の医染品と同体l_医
寮機関からの返品不可
0(適 当。早期に返品不
可となるよう国に対して
要望する。

インフルエンサ予防II

種実施要領の主旨に

沿つた事業を行うよう、

各市町村に依頼する。

勧奨の啓発について
は、府としても啓発チラ
シを作成し医療機関等
に配布。

ワクチン不足が発生した
場合、混乱を招かないよう
過切な情報提供に努め
る。卸販売業者・医療機
関との連携を図り、対応を
検討することになる。

医療機関は府ホーム
ページで情報提供し
ている(任意接種含
む)。 定期の接租可
能医療機関につい
て、ワクテン不足時
は把握が困難であ
り、各市での対応に
なる。

兵  庫

さ漱慨開乃`ア倒・注
文を行う際は、一昨
手の使用実績を上回
bないよう、また、追
旧注文については、
必要量の随時注文と
夕るよう、医療関係
ヨ体及び卸売販売業
昔に対し、文書で要
青している。

=僚
開1糸回いよい口

'売瞑売業者に対し、シー
ズン中に、必要に応じ
ヒ在庫状況等調査に協
力いただくよう文書で要
青している。

医療関係団体及び卸憂
販売業者に対して、改
善に努めるよう文書等
で要請している。また、
医療関係団体に対し
て、返品を前提とした注
文及び在庫管理を行わ
ないよう文書で要請し
ている。

10月 からの新型インフ
ルエンザワクチン接種
事業との関係から、公
費補助期限は年度末と
して考えている。なお、
ワクチン接種について
は、市町説明において
12月 中までに接種完了
するよう市町に対し指
導している。

ワクテンか不足した場宙
の対応策を、左記の供給
連絡会議 (委員会)におい
て、予め調整等を図ること
とする。

會
"口
1:‐おいに、叩

町広報誌及びホーム
ペニジ等にて周知さ
れる予定。

奈  良

(インフルエンザワク
チン安定供給委員
会)

~rFtt pl擦、合匿lR
機関からの注文量は

前年度使用実績を上

回らないようにする。

卸における週1回の覆
庫確認予定

返品率は年々改善され
ているものの、卸発販
売業者への指導だけで
は限界がある。

コか らの 質 辛ほを中
"I倒こ提供する。
コJ元欧元票石に対す0位
庫等の確認、ならびに品

質を確認した上で、再販

等の依頼を行う。



各都道府県におけるインフルエンザワタチンの供給体制について

赫」

都道府県担当課の役割について(※ 1)

保健所の役割

インフルエンザ対策
委員会の設置につい
て

シーズン前の対応について、都道府県としての考え方(昨年度との相違点、新たな取組みを中心に)(※ 2)

その他新たな
対応について業務 感染症対策 医務 医療機関等の注文

量について

医療機関等1卸売販売
業者の在庫等の調査に
ついて

返品という商慣習の改
善について

高齢者等の定期予防
接種対象者に対する公
費補助期限の設定と勧
奨の啓発策について

ワクチン不足の場合の対

応について

接種可能な医療機躍
が限定されている場
合への住民への周
知方法について

和歌山

再 17J口注X='｀ ~昨
年度の使用実績を上
回らないように関係
団体等に依頼。

必要にπじ、卸売販売

業者に対して発注状況

を把握するとともに、医

康機関等にも実施予

定。

際、使用状況をみなが
ら必要量の注文を随時
行うこと、大量注文の場
合は、ワクチン接種に
支障をきたす場合を除
いて分割納入すること
など、医療機関の在庫
が生じないよう関係団
体等へ文書により協力
依頼。

云議寺において、インフ
ルエンザの定期の予防
崚種実施要領に基づい
た公贅補助期限を市町
村に周知。
また、県ホームページ
(感染症情報センター)
等において、インフルエ
ンザ対策の周知を図
る。

通等が実施できるよう協
力及び調整予定。

医療機関の回なの0
と、医療機関におけ
るワクチン在庫情報
等接種可能な医療樹
関を保健所等により
公表できるよう調整
予定。

鳥  取

二昨年度の実績を上
回らないよう指導して
いる。
医療機関及び卸売助
売業者の予約状況
調査を行い確認する
予定。

10月 末に医燎磯聞及ひ
卸売販売業者の在庫
調査を実施予定。

と、ワクチンを返品を行
わないよう指導してい
る。

託期間)については、例年多
くの市町村がシーズン前に接
種完了すべきとのことから12
月末まで著しくは1月 末まで
の実施となつているが、この
10月 から開始される新型ワ
クチン機種事業の機期にあ
わせて、年度末まで延長する
よう医療饉闊と調整を図って
いるところ。いくつかの市町
村から負担力く大きくなるた
め、年度来までの延長をやめ
てはしいという声もある。
0(※定期2類 (季節性インフ
ル)の予防機種はそもそも
「勧奨Jという行為が不可能
であるためrぉ 知らせJという
意味合しヽこ置き換えて回答
する。)
定期2類ワクチン授種の住
民へのお知らせについては、
市町村が独自に個別通知を
けつたり広報誌に掲載してい
るが、今年は新型を含めた3
ロワクテンということで県とし

覆厚調歪の結果を元に、

県内で融通を行う。
県内での融通が困難な場
合は、国に融通を要請す
る。

県ホームページに掲
載するとともにチラシ
等を作成し配布す
る。また、各市町村 ‐

からも住民へ周知を
行うよう依頼する。

島  根

十圧22年 9月 中に
設置予定

曖用美積を上回らな
′ヽよう関係団体に対
して公文書で協力を
依頼する他、受注時
こ適切な確認を行う
よう各医薬品卸売業
者へ依頼する。

生が疑われる場合等、
ら要に応じて実施す
る。

瀑●●刀`=し
/●い
`,囲係団体に対して公文書

で協力を依頼する他、
各医薬品卸売業者ヘ

分割納入の協力を依頼
する。

雨町村に対して公文書

で依頼する。

インフルエンザ対策委員
会を実施し、地域間での
職通等について検討す
る。

暴不
~ム ヘ ー ン :●會
市町村の予防接種
旦当課の連絡先を掲
成し、住民からの間
ハ合わせには、各市
町村又は保健所が
晏種可能な医療機関

=案
内する。

岡  山

有 (平屁22年 9月 開
lL予定 )

公又薔により関係回
体に対して医療機関
等の初回注文量が
一昨年度の使用実
績を上回らないよう
に協力を依頼した。

負担が大きいので、必
要最小限度で実施(頻
度未定)することで考え
ている。

公X,|‐より同籠回い
に対して返品を行わな
いように協力を依頼し
た。

公文書により雨町村に
対して高齢者等の予防
接種法対象者に対する
接種奨励期限につい
て、12月 中旬までの間
に期限を設定するよう
依頼している。

地取におけ0肥通につい
ては、地域医師会が中心
となって調整していただ
き、また、都道府県間の
融通については医師会、
病院協会の協力をいただ
きながら医薬安全課が中
心となつて調整していくこ
とで考えている。

る周知(予防機種法
関係)
ただし、任意接種は
医療機関が限定され
ていないので、特に
周知は行わない。

広  島

・インフリレエンサワクチ
ン需給En整連絡会議の
開催
・インフルエンザワクチ
ンの在庫調査、調整及
び情報提供
・インフフレエンザワクチ
ン不足時の国との連絡
及び調整

凌

ノ ノル エ ン フ 移 百 刈 ・官困医療機関のイ
ンフルエンザワクチ)
在庫調査
・県民等への情報提

供

偏

(インフルエンザ需給
調整連絡会設置(Hl
692)以 下「連絡
会」という。)

会を開催し、一昨年
度の納入実績.接種
実績を基に、適正な
ワクチン量を注文し、
偏在等発生しないよ
う、県医師会、県卸
協同組合などを通
じ、関係者に対して
同知徹底を図る。

業者の在庫量等調査を
月2回程度実施.医療
機関については,調査
できる体制を整え、必
要に応じて調査を行う
予定である。

ガ
=り
出入や、週上

`鍬量の予約を関係者に周
知するとともに、必要量
を的確に把握し、円滑
な流通を確保できるよ
う、県民に対して早期C
接種、接IEしなくなつた
場合の予約取り消しの
連絡等について県や市
町、医師会等から周知
する^

早「JIII種 (12月 中の授

重)を行うよう、各市町

及び県の広報を活用し
ヨ知を図る。

医環磯開及ひ卸元栗百に
対して緊急在庫調査を行
い、その情報を医療機
関、卸売業者、各市町等
が共有の上、県民に対し
て情報提供を行う。なお、
対応困難となつた場合は
厚生労働省と協議の上、
融通用に保管されている
ワクチンの供給等を要請
|´ f‐い^

機関の協力を受け、
県医師会、各市町及
び各保健所等から住
民に対して周知を行
う予定である。
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都道府
県名

都道府県担当課の役割について(※ 1)

保健所の役 lll
インフルエンザ対策
委員会の設置につい
て

シーズン前の対応について、都道府県としての考え方(昨年度との相違点、新たな取組みを中心に)(※2)

その他新たな
対応について薬 務 感染症対策 医務 医療機関等の注文

量について

医療機関等、卸亮販売
業者の在庫等の調査に
ついて

返品という商慣習の改
善について

高齢者等の定期予防
接種対象者に対する公
費補助期限の設定と勧
奨の啓発策について

ワクチン不足の場合の対
応について

接種可能な医療機関
が限定されている場
合への住民への周
知方法について

山  口

有

から山口県内の卸売
業者への供給予定
量は、lmL約 332EF
本、0 5mL約 58千
本。
各卸売業者におい
て、医療機関からの
予約受付中で、3月
27日 現在の予約量
は、l mlL約 20万
本、0 5mL約 22千

■l曖取元果百の仕厚
量についてはシーズン
中に2度調査する。医療
機関の在庫量について
は、ワクチン供給量に
不足が予想される場合
に、個別に調査する。

四H泰疇ロロ蒸、合叩口l
長等の関係者に対し、
初回注文は一昨年実
績を上回らないよう、ま
た、返品をしない等文
書で依頼した。(平成22
年8月 17日通知済)

各雨町長に対し、イン
=ルエンザの流行時期を

考慮した啓発等につい
て十分配慮するよう依
頼した。(平成22年 8月
‖日説明会開催済 )

四H示暉印鷲、lFll元販元
業者を通じて在庫状況を
確認し、積極的に製品の
融通に協力するよう依頼
する予定。

県 不 ― ム ヘ ー ン及 ひ

広報誌による広報。

徳  島

・インフルエンサに関す
る情報収集・提供
・高齢者等の予防接種
に関すること
,管 内医療機関へのワ
クチン融通依頼

偏 ●Fンースンの圧X
量については,昨
シニズンにおける使
用実績の量を限産に
注文していただくな
ど,関係者の間で調
整を図る予定。

墜漱慨円の

“

刀をf●
て、卸亮販売業者が随
時過不足調整する中、
県内の過不足総数を把
握していく方向で検討
中。(医療機関個別の
情報は、健康増進課、
保健所が市町村の協
力を得て各医療機関か
ら収集。卸売業者の情
報については、薬務課
が収集。)

品を前提とした注文を
確け、適正な量の取扱
いに勢めるよう協力を
求める予定。

年肉の破租そ働めてい

くが、一部市町村では
流行ピークや体調不良
等の理由で機種できな
かつた方々の接種機会

を考慮し、1月 中旬まで
を定期とする予定であ
る。

の協力を得て、迅速に過
不足状況を調査するとと
もに、融通を依頼する。

暴より沐に前不―ム
ページにて周知する
予定。

香  川

百 ,束云凛 C医印雷に
打年の使用実績を上
国らないように要請
夕る。

コからの霧線 E4量、及
び不足情報により必要
こ応じて実施する。

対策会議で医師会野に

同知する。

備切期間の性長を行

つ。
(昨年度 11、 12月→今
年度22年 10月 ～23
年 3月 )

対策会議を開き、ワクチン
の融通を関係機関に依頼
する。

示小~ハヘ~ン、中
町の広報誌等で周史
する。

愛  媛

有 区原機関、コ:元 薬石
に対し、原則として一

昨年の使用実績を上
回らないよう要請す
る。

'Ftt nlは
、疋期仕厚調

査を実施し、関係者ヘ
ll報提供する。

医 l■磯開、コJ元薬者に

対し、返品を前提とした
注文を行わないよう要
請する。

半厩22年度新型インラ
ルエンザワクチン接種
事業については、県広
報等で周知する。

・l・足双菫寺の連絡を医田
機関から医師会を通じて
受け、在庫状況の緊急調
査を実施し、県内で融通
を図る。

臓 租 ●J屁な 医 環 翻
名を、広報。個別通
知等により周知する
よう市町に依頼す
る。

高  知
うに医療機関に通知

異施 予定 コからの通知内容につ

ハて関係機関へ周知予
定

印回 の 出 lB 床饉跡を通じて周知
を図る。

福 1岡

庁組織の改縮により、
感染症対策 (イ ンフルエ
ンザ予防接種等】こつ
いては健康対策課から
保健衛生課へ課名変
更

インフルエンザ対策
会議

女疋保稿対策の通
畑に基づき依頼

囁珠懺口で保●丁 0ワ
クチン量 について、必曇
に応 じて随時調査 を行

う。

基づき依頼
新型インフルエンザワ
クテン接種事業と合わ
せた対応 (公費補助期
間:10月 1日 ～3月 31
日まで、勧奨の啓発策
積極的情報提供)をす
るように市町村へ説明
している

′フアノα沐憫90医 lR
機関を把握しt保健福祉
環境事務所(保健所)を通
じて紹介する。

堺 饉偶仕環凛予務
所(保健所)に相談聴
口を設置し、医療機
関の紹介を行う
。相談窓口の設置
を、市町村を通じて
住民に情報提供す
る。



各都道府県におけるインフルエンザワクチンの供給体制について

鋼縣

都道府県担当課の役割について(※ 1)

保健所の役害1
インフルエンザ対策
委員会の設置につし
て

シーズン前の対応について、都道府県としての考え方(昨年度との相違点、新たな取組みを中心に)(※2)

その他新たな
対応について薬務 感染症対策 医務

医療機関等の注文

量について

医療機関等、卸亮販売
業者の在庫等の調査に
ついて

返品という商慣習の改
善について

高齢者等の定期予防
接種対彙者に対する公
費補助期限の設定と勧
奨の啓発策について

ワクチン不足の場合の対
応について

接種可能な医療機鵬
が限定されている場
合への住民への周
知方法について

佐  賀

(委員会は設置せ
ず、県が中心となっ
て調整して関係機関
(医師会、卸売販売
業者)に説明を行う。
なお、状況に応じて
委員会を設置するこ
ともありうる。)

市場流通に任せる
が、医療機関に対し
て注文に際して、必
要量を分割して注文
するよう依頼する

市場流通に任せるが、
必要に応じ、医療機関
又は卸亮販売業者に対
し在庫調査を行う

区景機関に対して、分
割注文など計画的な注
文により、できる限り返
品が生じないよう依頼し
たり、必要に応じて在庫
調査を行うが、昨年度
のような返品不可とは
考えていない

疇は 12月 までとしてい

るが、延長について検

討中

内においてワクチン在庫
に著しく偏在認められる場
合は、医療機関間の融通
についても検討する

県不~ムヘーン,中
町の広報などによる
周知

長  崎

チン適正供給の指導調
整

・印 口liヽ河 9●ア iV7僚
種の指導調整
・医療機関等における
ワクチン使用の指導調
整
・住民に対するワクチン
使用の情報提供

百

回らないように、医師
aを通じて各医療機
闘へ協力依頼してい
る。

へ在庫等の調査に協力
するように依頼してい
る。

違品といつ蘭領宙か改
善されるように、医師会
を通じて各医療機関ヘ

協力依頼している。

9シースンは和型イン
フルエンザワクチン接
lIが並行して行われ、
定期二類の予防接種に
ついての終期は年度末
までとするよう厚生労働
省から説明があつてい
る。補助期間も同様に
延長予定。

地取回の酬理かつかつ、
県内でワクチンが不足し
た場合には、厚生労働省
へ報告を行う。

燎TI tt Πじな医環懺ロ
等をホームベージヘ

掲載する等により周
知予定。

熊  本

即発販売票者のこ厚訓

饉 =療
機 関のこ 厚 調査 a沐 饉 所 官 内 医 環

幾関の在庫調査 |・注文の際、一昨
手の使用実績を上回
bないよう周知。ま
し、医薬品卸業協会
こ対しても協力依
頃。

邑印雷、医栄●●コ暴

“曽に短期間 (3日 間)で
つ在庫把握調査への

協力依頼

医ロロ雷、医栗¨即素面
会に対し返品をしない
よう周知

県において、足 rJl予 防

接種対象者への公費

補助は実施していな
い 。

なお、新型インフルエン
ザワクテンについては、
市町村が実施主体とな
り、国の補助事業を活
用し、低所得者向けの
助成事業を年度内いっ
ぱい実施する見込み。

仕厚Ell傘をrTい、4｀足を
生じた場合は融通協力を
依頼

二て周知依頼

大  分

百 聞1糸百1こ苅して、平
成22年 8月 4日付け
厚生労働省二課長
名通知を周知。対策
委員会において、適
正な注文を行うよう
医師会選出委員等
へ要請する。(前年
度実績を上回る予約
防止について医師会
会員べ周知)

が開始されるため、10
月はじめから3月末ま
で在庫調査を実施予
定。

2年 8月 4日 付け厚生
労働省二課長名通知を
周知したうえで、昨年度
と同様に原則返品を認
めないよう関係者に通
知するか、対策委員会
において協議予定。

補助期間については、

厚生労働省からの指示
により、10/1～ 3/31と す
るよう、管内市町村に
周知を行つている。勧
奨については、広報誌
への掲載を検討。

冒内の在厚調葦に轟づき
地域間等で融通する。

尿健所から周知を図
る。

宮  崎

●H
(インフルエンザワク
チン対策連絡会議を
開催する)

が一昨年度使用実
績を上回らないよう
協力を求める。
また、医薬品卸業
者に対し、分割納入
の徹感を依頼する。

の在庫調査を10月 か
ら2月まで定期的に実
施する。医療機関につ
いては、11月 15日現
在のワクチン在庫量を
調査する。その後シー
ズン中に不足状況が確
認された場合、臨時的
に同様の調査を行う。

医師会を通じ、返品を
前提として注文及び在
庫管理を行わないよう
要請する。

中口ll,こ理轟し、臓1●
可能な医療機関の確保
に努めるとともに、医療
機関の公表など接種に
関する周知を行う。

地域で不足する場合に

は、医療機関の在庫情報
をもとに、県は余裕のある
医療機関へ融通依頼を行
い、卸売り業者はこれに
協力する。また、県全体で
不足する場合には、在庫
情報を精査し、国に放出
を依頼する。

健所、県保健所に相
談窓口を設置し、接
種
可能な医療機関の絆
内を行う。



各都道府県におけるインフルエンザワクチンの供給体制について

都道府
県名

都道府県担当課の役割について(※ 1)

保健所の役割
インフルエンザ対策
委員会の設置につい
て

シーズン前の対応について、都道府県としての考え方(昨年度との相違点、新たな取組みを中心に)(※ 2)

その他新たな
対応について

薬務 感染症対策 医務 医療機関等の注文
量について

医療機関等、卸売販売
業者の在庫等の調査に
ついて

返品という商慣習の改
善について

高齢者等の定期予防
接種対象者に対する公
費補助期限の設定と勧
奨の啓発策について

ワクチン不足の場合の対
応について

接租可能な医療機諄
が限定されている場
合への住民への周
知方法について

鹿児島

(既存の協議会(県
予防接種対策協議
会)で対応のため。)

懸医|●
=.県
医楽品

卸業協会を通じて,

a剰とならないよう文
書で依頼予定。

医楽品卸売薬者につい
ては,在庫数量.供給
数量等を調査し,ワクチ
ンの流通状況を確認し
ているが,医療機関等
については.ワクチンカく

不足した場合に検討す
る。

県区 HIP贅 ,県医楽品卸
業協会を通じて,文書
で改善を依頼予定。

1粘型インフルエンザ対
策担当課長会議0畝
集 (平成22年 7月 28日
開催分)の間3の「予防
接種法に基づく二類定
期接種の終期も新臨時
接種と同じにしていただ
きたいと考えており、ニ
類定期接種に係る市町
村と医療機関との契約
期間は最大限見込んで
年度末までとしていた
だきたい。」との回答に
基づき,市町村べは年
度末まで設定してもらう
よう説明している。

医療覆関間でのワクチン
の融通及びワクチン接種
可能な医療機関の紹介等
を行うよう医療機関に依
頼するとともに,必要に応
じて医師会等を通じた在
庫量調査等を実施し,県
内のワクチンの流通状況
を把握する。

県の不―ムヘーンや
市町村の広報誌等を
活用して周知予定。

沖  縄

石(ワクチン不足時
等関係者間の調整
が必要な時に設置開
催する)

口rlな圧xを行わな
ハよう要請する

睦球懐囲 、コj元 敗元来

者の在庫調査を予定

医豫慨開に X・7し に理 4L

な数量を在庫するよう

要請する

ン ヽの 中 町 ■ に お い

て、公費補助期間は昨
年と同様。勧奨の啓発
策については、現在の
ところ把握していない

嗜凛慨BB号の仕暉状況を
調査し、偏在解消のため
の融通や接種可能な医療
機関への患者の誘導など
を行う

雨HT何暦激E専を層
用する

各都道府県からの回答は平成22年 8月 30日 現在の1,の でふ

糞1臨輩需貞壼モ8暑見努卍装蜃景?鋼ま、以前の回答内容を記載



資料 5

都道府県別インフルエンザワクチン予約状況の調査結果について

。 医療機関等と卸販売業者間のインフルエンザワクチン (以下 「ワクチン」という。)の

予約状況について、平成 22年 8月 31日 時点でワクチン製造業者・販売会社が把握して

いる分を厚生労働省に報告してもらい、集計した。

ワクチン予約本数は、全国計で 18, 923, 447本 (lmL換算、以下同様)。
一昨年シーズンの使用実績 24,508,012本 に対して、23%減 となっている。

平成 22年 8月 4日 付け厚生労働省三課長通知 「インフルエンザワクチンの安定供給対

策について」において、初回注文量を含む全注文量が一昨年実績を上回らないように通

知しているところであるが、初回注文においての予約段階では、全都道府県において一

昨年実績を下回つている。

引き続き、注文の数量に偏りが生じないよう、予約本数を参考にしつつ、分割納入

について十分検討する必要がある。

※ 当該調査結果はワクチン製造業者・販売会社が医療機関等と卸売販売業者間の予約状
況を主にヒアリングにより聴取した集計結果であるため、8月 31日 時点での全てのイ

ンフルエンザワクチン予約数量ではない。



平成22年度 インフルエンザワクチン予約状況 (都道府県別)H22年 8月 31日 現在把握分
(平成20年度の使用本数については、平成21年 3月 31日締め)

国内4社製造業者合計

NO 都道 府 県 名
半灰22年度予約不
数 (lmL換算 )

20年度使用本数
(lmL換算 )

対する予約本数割
△

1 北  海  道 583.318 1.011.996 58%

2
圭
同 森 131,593 269,514 49%

3 ］石 手 239.59C 269.841 ｎ
υ
Ｏ
Ｏ

4 宮 城 191,621 445,634 43%

5 秋 田 114.815 230.102 50%

6 山 形 163347 234,722 70%
”
′

百
田 島 217.832 438.546 50%

8 茨 城 496,422 572,145 フ
′
０
０

9 栃 木 415,568 413.911 100%

10 群 馬 361,979 365,145 99%

埼 玉 968,854 1,090.566 89%

12 千 葉 1.098.384 1.088.847 101%

13 東 一宗 2,832,52C 2,545,784 111ツ

14 神
大 1,319,545 1,504.495 88%

15 新 潟 499.258 506,636 99ツ

16 山 119,223 248,484 48%

17 石 || 139,878 243,925 57%

18 福 井 96.323 178.389 54%

19 山 梨 163.635 181.593 90%

20 長 野 455,434 456,487 100%

21 岐 阜 266,183 416.664 64%

22 静 岡 377.81 738.546 51%

23 愛 知 780,072 1.495.891 52%

24 重 209.268 368,632 57%

25 滋 員 215,776 264,297 82%

26 一思 叡 392,377 470.218 83%

27 大 阪 1.231.176 1.610.03C 76%

28 丘
（ 庫 699,477 984,534 71)

29 太
/Ts 良 257.49C 260,947 99%

30 ｎ
ロ 歌 山 207.117 204,921 101)

31 鳥 取 44,809 132,327 34%

32 島 根 60984 161,909 380/

33 岡 山 142,132 380,362 つ
′
う
０

34 広 島 223.182 617,278 36%

35 山 口 96,334 323.883 ｎ
）
う
０

36 徳 島 87,662 160,035 55%
，
′
り
０ 香 137,044 208.244 公

Ｕ
公
υ

38 愛 媛 167,818 300,05C 56γ

39 1司 知 77.648 143.39C 54γ

40 福 岡 827,98[ 934,069 89%

41 佐 賀 158,623 189.748 84%

42 長 崎 248034 318,743 78%

43 能
¨

本 384.178 361,931 1060/・

44 大 分 219.224 269.843 81%

45 宮 崎 248,281 247,312 100%

46 鹿 児  島 388.756 392.230 99%

47 1中 繹 164.878 255,217 650/・

計 18,923,447 24,508,012 770/0



資料 6

平成22年 9月 14日

ワクチン製造業者 。販売業者の今シーズンにおける取り組み

社団法人 細菌製剤協会

1.平成22年度インフルエンザフクチンの生産状況
1)生産予定 :検定提出時期及び合格通知交付予定日

国家検定提出 検定提出日 合格通知交付予定 日

第 1回 目 8月 6日  ～  8月 17日 9月 10日

第2回 目 8月 27日  ～  8月 31日 9月 27日

第3回 目 9月 10日  ′～  9月 14日 10月 15日

第4回 目 9月 24日  ～  9月 28日 10月 20日

第5回 目 10月 8日  - 10月 13日 11り弓 5日

第6回 目 10月 22日  - 10月 26日 11月 26日

2)供給予定 (数字は概数)
供給予定時期 供給数量 (lmL換算)

9月 下旬 1,1 3 1,5本     (38.6%)

10月 上旬 54 0万本     (18.5°/0)
10月 下旬 423万 本   (14.5%)

10月 下旬 384万 本   (13.1%)
11月 中旬 334万 本   (11.4%)

12月 上旬 115万 本   (3.9%)
合計 2,937万 本

3)備蓄量
現時点での想定本数   20万 本 (lmL換算 )

2.参考データ (平成20年度実績) ※ 本数はすべてlmL換算
1)需要予測量 : 2,145万本 ～2,400万本
2)製造量 :   2,696万本  H19年度比 :105。 7%
3)備蓄量 :    40万 本
4)使用量 :   2.451万本  H19年度比 :108.6%
5)未使用量 :   245万本

平成21年度は、新型インフルエンザ発生の為、製造量は昨年比約 8割 とされ、備蓄ワ

クチンも製造されなかつた。




